
                                                          

Significance of Succession and Entrepreneur Development Programs 
 

Jun TOYOTANI 

生産工学部による事業継承者・企業家育成プログラムの意義 
日大生産工  豊谷 純 

 

1. はじめに 
 日本大学には３つの工学部があるが，生産工

学部は学部創設以来，経営・管理能力を有する

技術者を育成してきた．従って日本大学の理系

で経営学が学べる学科があるのは，生産工学部

のみであり，また理系の強みである実習を通じ

て，活躍している経営者から直接活きた経営学

を学び，新規事業のビジネスプランに対して実

務家から評価やアドバイスを受けながらブラッ

シュアップできる環境は他に類を見ず，他大学

との大きな差別化となっている． 
その背景としては IE による生産性向上が望

まれる中で，理工学部の工業経営学科が学部昇

格し，それまで機械コース，建築コースなどの

コースとして存在していたものが学科として設

置された．  
 そして理系学部では日本初となる Entre-to-Be
という事業継承者・企業家育成(理系経営者育

成)プログラムがある．これは単位に関係する

正課授業であるが，さらに学生が在籍中に起業

するための支援プログラムもある．理系で経営

が学べてさらに創業の支援も受けられる，これ

は他大学には無い生産工学部の大きな特徴とい

える．本報告ではこのプログラムの内容や意義

について述べる． 
 まず生産工学部には，Entre-to-Be を含めてグ

ローバル人材やロボットエンジニア，モノづく

り人材育成など全学科共通の選抜制スペシャル

プログラムが４つ導入されている．これらは入

学後に学生が申込後に学生たちは作文や面接等

による選抜によって９つの異なる学科学科から

選出される．そして１つのクラスで授業を行う

ために，通常は学科が異なると交流の場が殆ど

ないため，異なる学科の垣根を超えたグループ

ワークが可能である．そして機械や電気，土

木，建築，化学，情報，マネジメント，環境，

デザインなど分野の異なる学科の学生が１つの

クラスに集まり，グループワークを交えて学ぶ

ために，異なる分野の幅広い人脈が形成され

る．そのために様々な分野に関係する幅広い人

脈が形成されることも,将来，経営者になる学生

にとってはここで培われる人脈は特別な強みと

なる． 
 さて Entre-to-Be であるが現在は１年生の後期

の１科目と，２年生の通年１科目を受講して，

グループワークにより商品開発の実習や，新規

事業のビジネスプランを最終成果報告会で発表

してプログラムが修了する．これは 2016 年度

から実施しているが，基本的には経営学をベー

スとしているが，理系学部の強みである実習や

演習を通じて，商品開発や新規事業の立案に社

会の第一線で活躍する社長や経営コンサルタン

ト，税理士など現場で活躍している実務家の生

講義が我々教員も同席のもとで実施するという

特別な授業である． 
基本的には学生が自ら志願をして，筆記や面

接による選考を経て受講者が決定されるため

に，合格した受講者のモチベーションは高い． 
 

2. 授業内容 
 新規事業や商品開発というものは単に講義を

聞いているだけではなく，受け身では無く，自

らが考えて新しいアイディアを出す必要があ

る．また複数名の意見をまとめるには，率先し

て行動をとったり，意見が衝突した際に，お互

いに折り合いを見つけたりすることで，対人コ

ミュニケーションも培われる．当然ながら新し

いアイディアを出せる学生と，はじめは出せな

い学生がいる．そこで経営コンサルタントから

コメントやアドバイスを受けながら，グループ

ワークでお互いに意見交換をしながら，商品開

発なり新規事業などを考案して，何らかの成果

が出せるように運営をしている． 
 次に１年次と２年次のカリキュラムに関して

は，基本的に経営学をベースにしながらも，受

講者が社長になる事を前提に実際に現場に立つ

人間を前提に，カリキュラムを組んでいる． 
 
3. 教育効果 
 日本初の理系経営者プログラムの試みでもあ

り，このプログラムの効果検証を行なった．授

業内容は毎回アンケートを取って内容の検討を

しているが，プログラム実施による経営者マイ

ンド向上などの効果を確認する事は重要であ

る． 
このプログラムの受講前(2016 年 4 月)とプ

ログラム修了後(2018 年 1 月)の効果について

全出席者に独自調査１）を行った．具体的には，



 

経営者に必要なコンピテンシーについてアンケ

ートを行い，自分の意識として，１が「極めて

低い」，５が「極めて高い」をとした５段階設

定をした． 
結果について述べる．まず受講後に大きくポ

イントが伸びた項目を図１に示すが，これらは

経営の知識が無かった受講前と比較して，経営

学の基礎を身につけ，現場の様々な知識を身に

つけた後では，意思決定に自信が持てている事

の表れと評価できる．ここでアンケートの回答

としては自分の意識として，１が「極めて低

い」，５が「極めて高い」を設定した． 
図２は，例えば経営者になりたい学生を集め

ているので，企業家になる意思の強さは元々強

く，受講後のモチベーションも維持できている

事が示されている．他の項目は，そのような能

力開発プログラムは実施しておらず，止むを得

ないと考える． 

 

図１ 受講後にポイントが伸びた項目 

 

図２ 受講後もポイントが伸びなかった項目 

 

 図３と図４には平均値が上がった項目が示さ
れており，経営学の基礎を学んだ上で，商品開
発実習などチームワークを通じて創造性や協調
性を身につけている事が示されている．また当
該技術に知識が無くても，それを調査して評価
する力が身についている． 

 

図３ 平均値が上がった項目(2年生,N=45) 

 

図４ 平均値が上がった項目(1年生,N=49) 

 
 
4. おわりに 

過去にも理系学部での経営者育成プログラム

の必要性２）３）を述べて来たが，出身大学別社

長数においてトップ４）を保持している日本大学

において，理系経営者育成プログラムを実施す

ることは，ブランディング効果があり，他大学

との大きな差別化になっていると考える．  
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